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抗 議 意 見 書 

 私たちは，消費者被害に取組む弁護士，司法書士，消費生活相談員や消費者団体，研究

者が不招請勧誘に対する規制を求めて結成した連絡会です。 

 8 月 28 日，消費者庁取引対策課長の人事異動が報道発表されました。山田正人課長は就

任してまだ 1 年余りしか経っておらず，異例の人事異動と言えます。山田課長は就任後所

管の特定商取引法の改正に向けた作業に取りかかっていました。従来から，霞ヶ関では手

がけた法律改正を仕上げて他に異動するのが一般的で，山田課長の就任時期からしても改

正作業を引き続き担当するのが当然であり，その意味では今回の課長異動は特定商取引法

の改正作業から山田課長を外す人事であって，その点でも異例と言うべきものです。 

 山田課長は特定商取引法専門調査会の審議に消費者庁として審議資料を収集・提供する

など特商法改正審議に熱心に取り組んでいました。他方で，同専門調査会で事業者委員が

勧誘規制に対して強く反対しており，一部の事業者団体が政治的圧力を利用して法改正を

阻止しようとした動きがあったことから，今回の異動はそういった圧力に消費者庁が屈し

たのではないかと懸念されるところです。 

 消費者庁は，これまでの省庁が産業育成のための行政であったことの反省から，消費者

の権利擁護を使命とする省庁として設立されたもので，消費者の利益の擁護及び増進等を

任務としています（消費者庁及び消費者委員会設置法３条）。時として産業界の意向と対

立した政策の企画立案に取組まざるをえないことは必然とも言える性格を持っています。 

 一部事業者団体の強い反対意見がある中で消費者の権利擁護のために所管事項の企画立

案を進めようとしていた担当課長を異動させ特定商取引法の改正作業から外すことは，消

費者庁の自殺行為とも言えます。私たちは，このような人事異動を敢行した消費者庁に対

し断固抗議します。 

９月以降の特定商取引法専門調査会において勧誘規制強化に向けた審議が専門的見地か

ら公正に進められるよう求めます。 

以上 


